
 
 

 

 

平 成 ２ ７ 年 ３ 月 １ ４ 日 

国連防災世界会議のための防災教育日本連絡会  

 

 

世界の防災教育関係者が集まる 

「防災教育交流国際フォーラム」が開催されました 

 

３月 14 日に第３回国連防災世界会議の関連事業の１つである「防災教育交

流国際フォーラム」が開催されました。日本や海外の防災教育分野で中心的な

役割を果たされている方々が一堂に会し、「これまで行われてきた防災教育の

取組」や「今後の防災教育のあり方」について、発表や議論が行われました。 

 
１ 日 時：平成２７年３月１４日（土）９：３０～１６：５０ 

２ 会 場：東北大学川内北キャンパス マルチメディアホール 

３ 概 要： 

 

①東日本大震災やインド洋大津波、四川大地震など、国内・海外の大震災の被災地

から世界に向けてその経験や教訓を発信 

②日本全国で取り組まれる防災教育・地域防災の優秀事例を紹介 

 「地域における防災教育の実践に関する手引き」別添１を紹介 

  ③防災教育を通じた災害に強い地域づくりに向けた今後 10 年の取組みを示す「仙

台宣言」別添２を採択 

 

 

４ フォーラムにおける主な発言 

 

  ○災害に対して安全で持続可能な地域づくりのためには、人々の郷土愛の醸成と、自

然がもたらす「恩恵」と「災害」の両面を正しく理解する防災・復興教育が重要。 

  ○人々の災害の記憶や教訓は、時間の経過と共に徐々に失われがちである。防災への

強い意識を維持するためには、当時の記録や教訓などを次世代に引き継ぐ仕組みづ

くりが必要。 

  ○研究者による防災教育の研究と、教育者による防災教育の実践とが一体となった、

総合的な取組の推進が必要。 

 

５ 来場者数：約３００人（延べ人数） 

※詳細については、別添３を参照 



 

６ 当日の模様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１_東日本大震災被災地の取組み紹介 図２_海外の取組み紹介 

図３_日本の取組み紹介 図４_防災教育の実践手引きの紹介 

図５_パネルディスカッション 

図７_展示ブースの見学 図８_会場の様子 

図６_仙台宣言採択 



地域における防災教育の実践に関する手引き 概要

この手引きは、全国各地で防災教育の輪を広げることを目的に、優秀な先進事例から得ら
れる「取組を進めるための知見」を整理し、防災教育を実践する過程で生じる様々な課題を
解決するためのヒントを示すものです。

１．手引きの対象

教育・福祉関係団体（学校、幼稚園、保育施設など）に限らず、地域住民団体、ボランティア団
体、地方公共団体などにおいて、これから防災教育に初めて取り組もうとする方を主な対象として
います。

２．防災教育を実践するにあたって

（１）防災教育の目的
地域に属するひとりひとりの防災意識の向上を図り、地域内の連携を促進することなどにより、

地域の防災力（災害を未然に防止し、災害が発生した場合における被害の拡大を防ぎ及び災害の復
旧を図る力）を強化することを目的とします。

（２）防災教育を実践する上での五箇条

①地域の特性や問題点、過去の被災経験を知ること

 地域の脆弱性を把握し、想定される災害リスクを的確に捉えること

②まずは行動し、身をもって体験すること

 まずは自ら行動に移し、周囲に示すこと

③身の丈に合った取組とすること

 無理せず、欲張らず、自分たちのできる範囲で取組を進めること

④様々な立場の関係者と積極的に交流すること

 周囲の関係者と協力・連携することにより、新たな知見を取り入れること

⑤明るく、楽しく、気軽に実行すること

 日常生活の中で気軽に継続できる取組を進めること

３．防災教育を実践する上で重要な１８のポイント

別添１



 
 

防災教育交流国際フォーラム 

「レジリエントな社会構築と防災教育・地域防災力の向上を目指して」 

 

仙台宣言 

 
 

2015 年 3 月 14 日 
 
 

防災教育はすべての防災対策の礎である。自然災害を乗り越える力は、過去の経験、先人の知恵を

学び、家庭・学校・社会において協働で日頃から実践し育んでいくわたしたち一人一人の能力にか

かっている。その力を組織的に高める試みが防災教育である。わたしたちは、防災教育を積極的に

進め、自然災害から尊い命を一つでも多く救い、多くの人々と協力しながら厳しい状況を克服して

いかなければならない。 

 

本日のフォーラムでは、日本と世界で防災教育に関わる多様なステークホルダーによる交流が行わ

れ、様々な経験と教訓、および活発な発動が紹介された。災害を乗り越え復活する力を備えた「レ

ジリエント」な社会を構築するために、地域ぐるみによる防災教育を通じた地域防災力の向上が必

要不可欠であることが確認された。私たちは、国内外のネットワークをもとに以下の活動に取り組

み、第 3 回国連防災世界会議で採択されるポスト HFA(Hyogo Framework for Action；兵庫行動枠組)
の推進に貢献していくことを宣言する。 

 
 

1. 国内外の被災地ならびに被災懸念地域と連携し、各学校や地域等での実践を支援し、経験を共

有するとともに、学校防災・地域防災における研究者・実践者の人材育成を進める。 
 
2. 世界各国における自然災害リスクの軽減を念頭に、学校防災、地域防災に関して、東日本大震

災を含む日本の大規模災害からの教訓を国際的に積極的に発信する。 
 

3. ポスト HFA において、国連機関等が推進する「セーフスクール」の枠組みと連携し、国際的

に展開可能な学校防災や地域防災に関する研究、実践、普及、高度化に貢献する。 
 
4. レジリエントな社会の構築に向けて、「持続可能な開発のための教育（Education for 

Sustainable Development: ESD）」との連携を図りつつ、災害アーカイブ等の震災記録の活

用を含む、「地域に根ざした」全ての市民を対象とする防災教育モデルの開発、実践、普及、

高度化を目指す。 
 

以 上 

別添２ 
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